
１. 重要な会計方針

「公益法人会計基準」(平成20年4月11日 令和2年5月15日改正 内閣府公益認定等委員会)を採用しております。

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券 ・・・・・ 償却原価法によっております。

② 満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券

時価のあるもの ・・・・・ 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

時価のないもの ・・・・・ 移動平均法に基づく原価法によっております。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び材料品　・・・・・

（3）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 ・・・・

(ﾘｰｽ資産を除く)

　　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　 物 　０１　～　６５年

建物附属設備 　０２　～　４５年

構築物 　０２　～　５０年

機械装置 　０１　～　１７年

車両運搬具 　０４　～　０６年

工具・器具・備品 　０２　～　２０年

無形固定資産 ・・・・　定額法によっております。

(ﾘｰｽ資産を除く)

リース資産 ・・・・　①所有権移転ファイナンス・リース取引（借手）に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

②所有権移転外ファイナンス・リース取引（借手）に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

少額減価償却資産　・・・・　取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、全額費用処理しております。

（4）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

② 賞与引当金

 本法人の職員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております。

③ 退職給付引当金

④ 役員退職慰労引当金

（5）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

（6）税効果会計の適用について

（7）消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（8）ファイナンス・リース取引（貸手）に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

   役員の退職慰労金の支給に備えるため、「役員、評議員及び顧問の報酬等並びに費用に関する規程」に基づく期末要支給額を計上して
おります。

　 現金預金勘定より預入期間が3ヶ月を超える定期預金を除いた金額としております。

 　税引前の当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期正味財産増減額を計上することを目的として
税効果会計を適用しております。

６ 財 務 諸 表 に 対 す る 注 記　

　主として最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）によっております。

　定率法によっております。（但し、平成10年4月1日以降取得の建物及び平成28年4月1日以降取得の建物附
属設備及び構築物は定額法）

　ただし本法人利用のソフトウェアについては、本法人内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に
よっております。

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について合理的に見積った繰入率により計上するほか、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては、個別に回収可能性を勘案して計上しております。

   本法人の職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生していると認められる額を計上しておりま
す。なお、数理計算上の差異及び過去勤務債務については、発生年度に一括処理しております。



２． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりであります。

前期末 当　期 当　期 当期末

残　高 増加額 減少額 残　高

基本財産

　定期預金 3,700 － 649 3,050

　普通預金 509 － 260 248

　有価証券 19,290 910 － 20,200

23,500 910 910 23,500

特定資産

退職給付引当資産

　定期預金・普通預金・有価証券 1,431 44 － 1,476

弘済会館ビル建替資金

　定期預金・普通預金・有価証券 17,513 － 1,884 15,629

仙台保育所建替資金

　定期預金・普通預金・有価証券 492 0 － 492

預り保証金引当資産

　定期預金・普通預金・有価証券 2,044 126 － 2,170

保育所施設整備等積立資産

　定期預金・普通預金 287 － 108 178

奨学金貸付金 311 － 49 262

貸倒引当金 -1 -2 － -3

東京弘済園貸付金 157 － 20 137

補助対象資産等 2,645 － 142 2,503

24,883 168 2,205 22,846

48,383 1,078 3,115 46,346

３． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりであります。

基 本 財 産 うち指定正味財産
　定期預金 3,050 (0) (3,050) － からの充当額は、
　普通預金 248 － (248) － 5,000円であります。  
　有価証券 20,200 － (20,200) － 

23,500 (0) (23,499) － 
特 定 資 産

退職給付引当資産
　定期預金・普通預金・有価証券 1,476 － － (1,476)
弘済会館ビル建替資金
　定期預金・普通預金・有価証券 15,629 － (15,629) － 

札幌南藻園建替資金

　普通預金・有価証券 － － － － 

仙台保育所建替資金
　定期預金・普通預金・有価証券 492 － (492) － 
預り保証金引当資産
　定期預金・普通預金・有価証券 2,170 － － (2,170)
保育所施設整備等積立資産
　定期預金・普通預金 178 － (178) － 
奨学金貸付金 262 － (262) － 
貸倒引当金 -3 － (-3) － 
東京弘済園貸付金 137 － (137) － 
補助対象資産等 2,503 (1,092) (1,410) － 

22,846 (1,092) (18,107) (3,646)
46,346 (1,092) (41,607) (3,646)

４． 担保に供している資産

担保に供している資産は、次のとおりであります。

1,527 1,206

（単位：百万円）

（単位：百万円）

小 計

科 目
当期末
残　高

（うち指定正味
財産からの充当
額）

（うち一般正
味財産からの
充当額）

（うち負債に
対応する額）

科 目

小 計

合 計

小 計

小 計
合 計

（単位：百万円）

科 目
帳簿価額 長期借入金 長期借入金残

(1年以内を含む)

建 物 2,022

合 計 2,577

土 地 554
1,527 1,206



５． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりであります。

-1,011 2,503

（※） -8,900 10,937

（※） -6,484 1,849

（※） -678 486

（※） -84 62

（※） -38 8

（※） -1,105 269

-424 595

（※） － 2,379

-18,727 19,093

（注）（※）を付してある科目については、貸借対照表上「建物・構築物等」と表記しております。

６． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

    満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりであります。

基本財産 19,991 19,095 -896

有価証券 19,991 19,095 -896

国　債 4,200 4,588 388

社　債 7,091 7,228 137

600 584 -15
200 193 -6
200 199 -0
100 96 -3
299 297 -1
400 398 -2
200 208 8
200 195 -4
300 302 2

1,000 1,039 39
2,891 3,042 151

500 475 -24
200 194 -5

外国債 8,700 7,278 -1,421
2,000 1,675 -324
1,500 1,250 -249

500 501 1
1,500 1,132 -367
1,000 850 -149
2,000 1,668 -331

200 199 -0

特定資産 13,098 13,081 -16
　退職給付引当資産 500 492 -7

有価証券 500 492 -7
社　債 500 492 -7

大和証券 500 492 -7

資産取得資金 12,598 12,588 -9
弘済会館ビル建替資金 12,201 12,192 -8

有価証券 12,201 12,192 -8
社　債 8,201 8,195 -5

100 99 -0
600 599 -0
500 499 -0

1,200 1,198 -1
200 199 -0
200 199 -0
600 600 -0
200 199 -0

1,500 1,499 -0
300 299 -0
400 399 -0
900 900 0

東日本旅客鉄道 400 400 0
東北電力 300 299 -0

300 299 -0
野村ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ

外国債 4,000 3,996 -3
800 800 0

SMBC日興証券 300 300 0
ﾙﾉｰ 600 600 0
三菱HCｷｬﾋﾟﾀﾙ 1,300 1,295 -4
野村ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾌｧｲﾅﾝｽ（NGFC） 1,000 999 -0

仙台保育所建替資金 397 396 -1
有価証券 397 396 -1

社　債 397 396 -1
興銀ﾘｰｽ 198 198 -0

198 197 -0

33,090 32,177 -912

東海旅客鉄道
東日本旅客鉄道
野村ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ

BNPﾊﾟﾘﾊﾞ・ｲｼｭｱﾝｽ

工 具 ･ 器 具 ･ 備 品 1,375

三井住友FG

積水ﾊｳｽﾘｰﾄ投資法人
大和証券

リ ー ス 資 産 1,020

建 設 仮 勘 定 2,379

構 築 物 1,164

機 械 装 置 147

車 両 運 搬 具 46

ｱｸﾃｨﾋﾞｱ・ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ投資法人
ｲｵﾝﾌｨﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞｽ
ｹﾈﾃﾞｨｸｽ・ｵﾌｨｽ投資法人
デンソー

建 物 附 属 設 備 8,334

西日本旅客鉄道

（単位：百万円）

科目
減価償却
累計額

当期末
残　高

19,838

補 助 対 象 資 産 等 3,514

建 物

取得価額

合 計

合 計 37,820

（単位：百万円）

科 目 種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

JA三井ﾘｰｽ
SBIHD
SMBC日興証券
ｲｵﾝﾌｨﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞｽ
ｼﾞｬﾊﾟﾝﾎﾃﾙﾘｰﾄ投資法人
伊藤忠ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ投資法人
関西電力
三菱UFJﾘｰｽ
三菱UFJ証券ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
新生銀行

BNPﾊﾟﾘﾊﾞ・ｲｼｭｱﾝｽ

野村HD

GLP投資法人

積水ﾊｳｽﾘｰﾄ投資法人
東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ

日本ﾘﾃｰﾙﾌｧﾝﾄﾞ投資法人

SMBC日興証券
ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝｻｯｸｽ
ﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞ銀行
みずほ証券
三菱UFJ証券ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
野村ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ

野村不動産ﾏｽﾀｰﾌｧﾝﾄﾞ投資法人



７． 主な補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

主な補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりであります。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上の記載区分

－ 539 539 － － 

－ 1,153 1,153 － － 

－ 1,673 1,673 － － 

－ 373 373 － － 

－ 461 461 － － 

－ 0 0 － － 

1,028 7 60 975 指定正味財産

1,028 4,210 4,263 975

８． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりであります。

金 額
経常収益への振替額

減価償却費計上による振替額 63
63

９． キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は、以下のとおりであります。

現金預金勘定 2,802百万円 現金預金勘定 1,829百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 - 預入期間が3ヶ月を超える定期預金 -

現金及び現金同等物 2,802百万円 現金及び現金同等物 1,829百万円

前年度の定期預金の払戻収入が535百万円増加している。

（2）重要な非資金取引は、以下のとおりであります。

１０. 退職給付関係

（1）採用している退職給付制度の概要

 本法人は、退職一時金制度を設けております。

（2）退職給付債務及びその内訳は、以下のとおりであります。

① 退職給付債務 1,476

② 未認識数理計算上の差異 － 

③ 未認識過去勤務差異 － 

④ 退職給付引当金　（①+②+③） 1,476

（3）退職給付費用に関する事項は、以下のとおりであります。

① 勤務費用 110

② 利息費用 0

③ 数理計算上差異の費用処理額 17

④ 退職共済掛金拠出金 42

⑤ その他 -0

⑥ 退職給付費用　（①+②+③+④+⑤） 170

（4）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項は、以下のとおりであります。

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 ０．００８％

③ 数理計算上差異の処理年数 発生年度一括処理

④ 過去勤務債務の額の処理年数 発生年度一括処理

１１. 税効果会計関係

１． 税効果会計の適用について

２．
（単位：百万円）

繰越欠損金 140

資産除去債務 27

賞与引当金超過額 0

繰延消費税額否認 1

退職給付引当金損金算入限度超過額 4

その他 1

評価性引当額 -175

繰延税金資産合計 － 

　弘済学園及び札幌南藻園措置費 神奈川県他

　保育所委託費 東京都他

　認定こども園施設給付費 札幌市他

（単位：百万円）

補  助  金  の  名  称 交付者

補 助 金

　保育所施設整備等補助金 さいたま市等

合 計

（単位：百万円）
内 容

　保育所運営費補助等補助金 東京都他

　弘済学園自立支援給付費等 神奈川県他

　保育所等借入金等補助金 北九州市他

特になし 特になし

（単位：百万円）

（単位：百万円）

　税引前の当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期正味財産増減額を計上することを目的として
税効果会計を適用しています。

合 計

前期末 当期末

前期末 当期末

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳



１２. 賃貸等不動産の状況に関する事項

本法人では、東京都その他の地域において、収益事業に使用するため賃貸用のオフィスビル等（土地を含む。）を有しています。

（賃貸等不動産の時価に関する事項）

（単位：百万円）

貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額であります。

１３. 資産除去債務関係

１４. 金融商品の状況に関する注記

（1）金融商品に関する取組方針

　なお、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

（3）金融商品のリスクに係る管理体制

①資産運用規程に基づく取引

金融商品の取引は、本法人の資産運用規程に基づき行います。

②信用リスクの管理

債券及び仕組債については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、理事会に報告しております。

③市場リスクの管理

株式については時価を定期的に把握し、理事会に報告しております。

１５. リース取引関係

（1）リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の決算日後の回収予定額

（単位：百万円）

（2）オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

821

790

31

115

115

リース投資資産

投資有価証券は、債券、株式、デリバティブ取引を組み込んだ債券（仕組債）であり、発行体の信用リスク、市場リスク（金利の変動リス
ク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされています。

なお、投資有価証券には、リスクが高いものとして、中途解約が著しく制約されていることにより、満期到来までに資金化することが極め
て困難な流動性に乏しい債券（仕組債）2,389百万円が含まれております。

　また、管理運営の用に供する一部の施設の賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復義務について、資産除去債務の負債計上及びこれ
に対応する除去費用の資産計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に
属する金額を費用に計上しております。

１年超２年以内

２年超３年以内

３年超４年以内

31

31

693

664

28

合　　計

１年超

リース料債権

１年内

115

115

115

リース料債権 リース投資資産

741

586

31

31

31

(注１)

(注２) 　当期末の時価は、主要な物件については外部の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づく金額です。それ以外の物件は重要性が乏
しいと判断されるため、土地については固定資産税評価額に基づいて当法人で算定した額であり、建物については適正な帳簿価額で
あります。

　公益目的事業における施設、及び収益事業における施設の一部について、建物解体時におけるアスベスト除去費用に関する資産除去債務を
計上しております。

　なお、本法人は、公益目的事業における一部の施設に関する土地賃借契約に基づき、その返還時における原状回復に係る債務を有しており
ますが、当該債務に関連する土地の使用期間が明確でなく、これらを移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることが
できません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

本法人は、法人運営の財源を運用益によって賄うため、債券、株式、デリバティブ取引を組み込んだ複合金融商品により資産運用しており
ます。本法人が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ複合金融商品（仕組債、仕組預金）のみであり、一定の金額を限度
としております。

89,693

当期末の時価

21,237

貸借対照表計上額

４年超５年以内

５年超

合　　計

１年以内

3,040

2,462
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